
テレワーク・ワーケーション官民推進協議会 

設 立 趣 意 書 

１．趣旨 

 近年、人々の働き方や暮らし方に対するニーズが多様化していることから、テレワ

ークやワーケーションは、個人の働く場所や時間の自由度を高める観点で、働き方改

革や企業の経営課題への対応、地方創生等に資する取組として期待されている。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響により、テレワークは急速に普及

したものの、コミュニケーションやマネジメント面における課題や、感染状況に応じ

て、テレワークからオフィス勤務に戻る傾向を指摘する声もあり、必ずしも広く定着

したとは言い難い面がある。 

 また、テレワークの一形態であるワーケーションについても、言葉自体は広く浸透

しつつあるものの、本質的な理解が進んでいない点や、特に企業の導入メリットに関

する理解が十分浸透していないこともあり、実践については未だ限定的な状況である。 

 このため、テレワークやワーケーションの推進に賛同する企業や地域に加えて、関

連団体や関連府省庁等が参加し、官民が連携してテレワークとワーケーションを一体

的に推進するための体制を構築すべく、「テレワーク・ワーケーション官民推進協議会」

を設立することとする。 

本協議会においては、関係主体の取組の「見える化」や「ネットワーク化」を通じ

て、テレワーク、ワーケーションの一層の普及･定着を図ることで、人々の新たなワー

クスタイルやライフスタイルの実現への寄与を目指す。 

２．設立に至るまでの経過 

令和４年６月２日   第１回準備検討会開催 

令和４年７月５日   第１回ワーキンググループ開催 

令和４年９月７日   第２回ワーキンググループ開催 

令和４年１０月５日  第２回準備検討会開催 

令和４年１１月９日  第３回ワーキンググループ開催 

令和４年１２月１２日 第３回準備検討会開催（任意団体設立の合意） 

令和５年２月１８日  設立総会開催 
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